
1 

男性
39.1%

女性
58.6%

男性、女性に

あてはまらない
0.2%

無回答
2.1%

(n=665)

4.4

4.6

4.2

8.7

7.4

11.2

12.0

13.3

10.8

9.3

8.5

11.2

15.0

18.2

11.2

19.1

20.3

18.1

17.6

16.9

18.5

12.9

10.8

15.0

0.9

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=665)

女性(n=390)

男性(n=260)

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳

60～69歳 70～79歳 80歳以上 無回答

 

泉佐野市男女共同参画に関する 

市民・事業所アンケート調査 

結果報告書 【ダイジェスト版】 
 

 

■調査の目的 

令和 4（2022）年度から令和 13（2031）年度を計画期間とする「（仮称）第 3 次泉佐野市男女

共同参画推進計画」の策定にあたり、男女共同参画に関する市民や事業所の実態や意識を把握し、計画

策定の基礎資料として活用することを目的としてアンケート調査を実施しました。 

 

 

■調査の概要 

●調査対象 ：【市 民】市内に居住する満 18 歳以上の男女 1,500 人 

【事業所】泉佐野・熊取・田尻事業所人権連絡会に加入の市内の事業所 129 社 

●調査方法 ：郵送による調査票の配布および回収 

●調査期間 ：令和 2 年 11 月 1 日～11 月 30 日 

●有効回収数：【市 民】665 票（有効回収率 44.3％） 

【事業所】 80 票（有効回収率 62.0％） 

 

【ダイジェスト版の見方】 

・調査結果の数値は％で、回答者数は n を示しています。 

・数値は小数点第２位を四捨五入しているため、合計しても１００％にならない場合があります。 

・複数回答の場合は、合計が１００％を超える場合があります。 

 

 

■回答者のプロフィール 

 

 性別 年齢 
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4.2

5.0

22.4

34.1

19.8

20.3

49.9

38.3

2.6

2.0

1.1

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(n=665)

前回調査(n=640)

全
体

3.3

3.2

21.3

31.6

19.0

24.4

53.8

38.5

1.8

2.1

0.8

0.3

今回調査(n=390)

前回調査(n=377)

女
性

5.0

7.6

25.0

37.8

20.8

14.5

45.0

37.8

3.8

1.9

0.4

0.4

今回調査(n=260)

前回調査(n=262)

男
性

そう思う どちらかといえば

そう思う

どちらかといえば

そう思わない

そうは思わない その他 無回答

1.8

18.2

30.0

38.2

5.1

5.4

25.9

18.5

2.3

2.6

14.4

10.3

18.2

4.4

2.3

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望(n=390)

現実(n=390)

女
性

6.9

31.5

21.2

21.9

4.6

5.8

35.4

18.8

5.4

4.2

12.3

8.5

12.7

6.5

1.5

2.7

希望(n=260)

現実(n=260)

男
性

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「地域・個人の生活」を優先

「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先

「仕事」と「地域・個人の生活」

をともに優先

「家庭生活」と「地域・個人の生活」

をともに優先

「仕事」、「家庭生活」、「地域・

個人の生活」をともに優先

無回答

■「男は仕事、女は家庭」という考え方 

問 あなたは、「男は仕事、女は家庭」という考え方についてどう思いますか。（○は 1 つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「仕事」「家庭生活」「地域・個人の生活」の優先度 

問 あなたは、生活の中で「仕事」「家庭生活」「地域・個人の生活（地域の活動、趣味、学習、社会参加活動な

ど）」で何を優先しますか。希望と現実（現状）に最も近いものをそれぞれお答えください。 

 

  

■性別役割分担意識は男女とも『反対派』が『賛成派』を上回る 

「男は仕事、女は家庭」という考え方について、男女とも『反対派』の方が『賛成派』よりも高

いものの、女性は『反対派』が 72.8％に対して、男性は 65.8％で、7 ポイントの差となってい

ます。 

前回調査と比較すると、男女とも『反対派』の割合は前回調査を上回っています。また、男女の

意識差は小さくなっています。 

■女性は家庭生活の優先度が希望と現実ともに高く、男性は希望と現実の優先度が一致しない 

女性は「『家庭生活』を優先したい」（希望 30.0％・現実 38.2％）が希望現実ともに も高くな

っており、「『仕事』、『家庭生活』、『地域・個人の生活』をともに優先したい」は、希望が 18.2％

に対し現実は 4.4％と低くなっています。 

男性は希望では「『仕事』と『家庭生活』をともに優先したい」（35.4％）が も高いが、現実で

は「『仕事』を優先している」（31.5％）が も高くなっています。 
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62.8

57.2

53.6

40.3

36.9

39.2

20.8

18.2

16.9

55.4

47.3

42.7

35.0

32.3

25.4

16.2

15.4

15.4

0% 20% 40% 60% 80%

夫婦や家族間でのコミュニ

ケーションをよく図ること

男性が家事・育児などに参加

することに対する男性自身の

抵抗感をなくすこと

男性による家事・育児などに

ついて、職場における上司や

周囲の理解を進めること

社会の中で、男性による家事・育児など

についても、その評価を高めること

多様な働き方を普及することで、

仕事以外の時間をより多く

もてるようにすること

年配者やまわりの人が、夫婦

の役割分担などについての

当事者の考え方を尊重すること

男性が家事・育児などに参加することに

対する女性の抵抗感をなくすこと

男性が家事・育児などを行うための、

仲間づくりを進めること

男性の家事・育児などについて、

啓発や情報提供、相談窓口の

設置、技能の研修を行うこと

女性(n=390)

男性(n=260)

46.9

32.6

31.0

23.1

21.3

54.2

41.5

38.8

26.5

19.2

0% 20% 40% 60%

女性が地域活動のリーダー

になることに対する男性の

抵抗感をなくすこと

社会の中で、女性が地域活動の

リーダーになることについて、

その評価を高めること

女性が地域活動のリーダーに

なることに対する女性自身の

抵抗感をなくすこと

女性が地域活動のリーダーに

一定の割合でなるような取組を

進めること

女性が地域活動のリーダーに

なることについて、啓発や情報

提供・研修を行うこと

女性(n=390)

男性(n=260)

■男性の家事、子育て、介護などへの積極的な参加を促進していくための方策 

問 今後、男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくためにはどのようなことが必要だ

と思いますか。(○はいくつでも) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域活動において女性リーダーを増やすために必要な取組 

問 あなたは、自治会長や PTA 会長など、地域活動において女性のリーダーが増えるためには、どのよう

なことが必要だと思いますか。(○はいくつでも) 

  

■男性が家事、子育て、介護などへ積極

的に参加するためには、互いのコミュ

ニケーションが大切 

男性が家事、子育て、介護、地域活動に

積極的に参加していくために必要なこ

とは、男女とも「夫婦や家族間でのコミ

ュニケーションをよく図ること」（女性

62.8％・男性 55.4％）、「男性が家事・

育児などに参加することに対する男性

自身の抵抗感をなくすこと」（女性

57.2％・男性 47.3％）、「男性による家

事・育児などについて、職場における上

司や周囲の理解を進めること」（女性

53.6％・男性 42.7％）の順で挙げられ

ており、上位項目だけでなくすべての項

目で女性の方が回答割合が高くなって

います。 

■女性リーダーを増やすために必要なことは、

男女双方の抵抗感の解消 

地域活動において女性リーダーを増やすため

に必要なことは、「女性が地域活動のリーダー

になることに対する男性の抵抗感をなくすこ

と」（女性 46.9％・男性 54.2％）、「社会の中

で、女性が地域活動のリーダーになることにつ

いて、その評価を高めること」（女性 32.6％、

男性 41.5％）、「女性が地域活動のリーダーに

なることに対する女性自身の抵抗感をなくす

こと」（女性 31.0％・男性 38.8％）の順で挙

げられており、いずれも男性の方が回答割合が

7 ポイント以上高くなっています。 
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11.5

12.1

6.4

4.9

4.1

1.5

5.8

2.3

3.5

0.8

0.8

2.7

0% 20%

ののしる、おどす、ばかに

するなどの言葉の暴力

なぐる、ける、物を投げる

などの身体的暴力

無視する、外出や人との

付き合いをきびしく制限

するなどの精神的暴力

性交渉を強要する、避妊に

協力しないなどの性的暴力

生活費を出さない、お金を

取り上げるなどの経済的暴力

携帯電話を細かく監視

し、行動を制限する

などの社会的暴力

女性(n=390)

男性(n=260)

11.3

16.9

10.5

8.7

3.8

3.8

2.1

0.5

17.3

8.1

6.9

1.9

3.1

1.2

0.0

0.0

0% 20%

権力や立場が強いことを

利用して嫌がらせをされる

（パワー・ハラスメント）

年齢や容姿のことで傷つく

ようなことを言われる

「女(男)のくせに」「女(男)だから」

と差別的な言い方をされる

異性に体をさわられた・

卑猥な話を聞かされる

結婚や異性との交際に

ついてしつこく聞かれる

しつこくつきまとわれる

（ストーカー行為）

妊娠・出産を理由に

不当な扱いを受ける

（マタニティ・ハラスメント）

交際や性的行為を強要される
女性(n=390)

男性(n=260)

■ドメスティック・バイオレンスを受けた経験 

問 あなたは、配偶者・パートナーや恋人から一度でも次のような行為を受けて恐怖を感じた経験がありま

すか。(○はいくつでも) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ハラスメント等を受けた経験 

問 あなたは、職場や学校、その他の活動の場で次のような不快と感じる行為を受けたことがありますか。

(○はいくつでも) 

 

  
■女性の方がハラスメント等を受けた経験は

多い 

ハラスメント等を受けた経験は、女性は「年齢

や容姿のことで傷つくようなことを言われる」

が 16.9％、男性は「権力や立場が強いことを

利用して嫌がらせをされる（パワー・ハラスメ

ント）」が 17.3％と も高くなっています。

女性は「権力や立場が強いことを利用して嫌が

らせをされる（パワー・ハラスメント）」

（11.3％）と「『女（男）のくせに』『女（男）

だから』と差別的な言い方をされる」（10.5％）

も 1 割を超えています。 

■恐怖を感じる行為を受けた経験は、女性の方

が男性より 10 ポイント以上高い 

ドメスティック・バイオレンスを受けた経験

は、女性では「なぐる、ける、物を投げるなど

の身体的暴力」と「ののしる、おどす、ばかに

するなどの言葉の暴力」がそれぞれ 10％を超

えています。社会的暴力以外いずれも女性の方

が経験した割合が高くなっています。 
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⑤政治の場

⑥法律や制度の上

⑦社会通念・慣習・しきたりなど

⑧社会全体として

全体(n=665)

①家庭生活

②雇用の機会や職場

③地域

④学校教育の場

12.9

18.9

8.3

2.4

34.3

14.9

23.3

16.4

39.4

47.8

34.3

16.1

43.0

32.5

49.3

56.4

30.2

20.9

43.0

64.5

13.4

35.6

16.1

16.8

9.0

2.3

3.6

3.9

0.5

5.4

2.7

2.3

2.9

0.5
0.3

0.6

0.2
0.8

0.5

0.6

5.6

9.6

10.5

12.5

8.7

10.8

8.1

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性の方が

優遇されている

どちらかといえば

男性が優遇

されている

平等に

なっている

どちらかといえば

女性が優遇

されている

女性の方が

優遇されている
無回答

⑥ＤＶなど女性に対する
　暴力をなくすための取組

全体(n=665)

⑦行政などの相談窓口の充実

①男女平等の考え方

②職場における女性の活躍

③地域活動における女性の活躍

④仕事と家庭・子育てなどの
　両立のしやすさ

⑤男性の子育て、介護への参加

14.6

13.2

8.0

6.9

5.6

4.8

4.8

54.1

46.2

35.2

38.3

39.1

28.1

27.1

22.0

25.3

38.3

37.0

38.9

39.4

32.3

0.8

0.6

0.8

2.3

1.8

1.2

1.5

0.0

0.3

0.0

0.8

0.5

0.5

1.1

5.7

9.6

13.5

9.5

10.1

21.4

29.3

2.9

4.8

4.2

5.3

4.1

4.7

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前進した どちらかといえば

前進した
変わらない どちらかといえば

後退した
後退した わからない 無回答

■男女の地位の平等感 

問 あなたは次の①～⑧で、男女の地位は平等になっていると思いますか。あなたの考えに最も近いもの

をお答えください。（○は①～⑧それぞれに 1 つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■この 10 年間における男女共同参画の進展 

問 この 10 年間で、あなたの周囲の状況から判断して次の①～⑦がどの程度進んだと思いますか。（○は

①～⑦それぞれに 1 つ） 

  

■社会全体として男性優遇と感じている人は 7 割以上 

男女の地位の平等感については、「平等になっている」が『男性優遇』を上回っているのは、「④学

校教育の場」（64.5％）と「③地域」（43.0％）のみとなっています。 

その他の分野はいずれも『男性優遇』の割合が高く、「⑤政治の場」「⑦社会通念・慣習・しきたり

など」「⑧社会全体として」では 7 割を超えています。 

■「男女平等の考え方」「職場における女性の活躍」は半数以上が、前進と評価 

この 10 年間における男女共同参画の進展は、「①男女平等の考え方」と「②職場における女性の

活躍」については、男女とも 5 割以上が『前進した』と感じています。 
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⑧従業員のメンタルヘルスに
　関するサポート

⑨管理職を対象に女性従業員活用
　のための指導や研修の実施

(n=80)

①非正規従業員から正規従業員
　への転換制度

②性別にかかわらない客観的な
　人事考査のための基準の明確化

③女性従業員の人材育成を目的
　とした研修の実施

④女性従業員の積極的な採用

⑤勤務時間や担当業務などに
　本人の希望を反映する

⑥従業員の資格取得や社会貢献
　活動を支援する

⑦職場環境の改善について
　意見要望を取り上げる

60.0 

55.0 

30.0 

62.5 

60.0 

56.3 

68.8 

48.8 

22.5 

17.5 

28.8 

37.5 

12.5 

27.5 

35.0 

30.0 

45.0 

52.5 

21.3 

15.0 

28.8 

23.8 

12.5 

8.8 

1.3 

6.3 

23.8 

1.3 

1.3 

3.8 

1.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、取り組んでいる又は既に実施済み 今後、取り組みたい 取り組む予定はない 無回答

45.0 

28.8 

20.0 

16.3 

13.8 

2.5 

1.3 

3.8 

32.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

女性自身が管理職を

望まない傾向がある

出産、育児、介護等で

離職する女性が多い

女性の就いている職種、

部門が限定的である

残業や休日出勤、出張など

ができない女性が多い

昇進・昇格要件となる経験や

能力を備えた女性が少ない

男性の部下が女性の管理

職を好まない傾向がある

取引先等から女性管理職

が受け入れられにくい

その他

特に課題となることはない

(n=80)

 事業所調査  女性の積極的登用のための取組 

問 貴事業所において、女性を積極的に登用するために、現在、取り組んでいることはありますか。また今

後、取り組みたいことはありますか。（○は①～⑨それぞれに 1 つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業所調査  女性の管理職登用にあたっての課題 

問 女性を管理職に登用するうえで課題となるのは、どのようなことですか。（〇はいくつでも） 

  

■女性の積極的登用に取り組む事業所は多いが、指導や研修の実施割合は低い 

女性の積極的登用のための取組では、「現在、取り組んでいる又は既に実施済み」と「今後、取り

組みたい」を合わせた割合は、全項目で 6 割を大きく上回っており、「⑦職場環境の改善について

意見要望を取り上げる」は 98.8％を占めています。 

■女性の管理職登用の課題は、女性自身の意

識や家庭の事情によるところが大きい 

女性の管理職登用にあたっての課題として

は、「女性自身が管理職を望まない傾向があ

る」（45.0％）を半数近くの事業所が挙げて

おり、次いで「出産、育児、介護等で離職す

る女性が多い」（28.8％）となっています。

約 3 割の事業所では女性の管理職登用にお

いて課題はないと回答しています。 
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⑤休業中の情報提供など、
　職場復帰をしやすい配慮

⑥子育て・介護を理由に退職した
　従業員の再雇用制度

⑦男性の育児休業・介護休業の取得の促進

⑨半日又は時間単位で取得
　できるような休暇制度

⑩有給休暇の計画的な取得の推進

⑧短時間勤務やフレックスタイム
　など弾力的な勤務形態を選べる

(n=80)

①育児・介護における休業制度の導入

②育児・介護休業中に給与の一部や手当を支給

③看護・介護休暇や学校行事へ参加しや
　すいような、家族のための休暇制度

④事業所内託児所を設置

73.8 

26.3 

37.5 

2.5 

41.3 

32.5 

23.8 

48.8 

65.0 

72.5 

17.5 

33.8 

42.5 

13.8 

43.8 

43.8 

51.3 

31.3 

22.5 

20.0 

7.5 

36.3 

16.3 

82.5 

13.8 

22.5 

23.8 

18.8 

11.3 

6.3 

1.3 

3.8 

3.8 

1.3 

1.3 

1.3 

1.3 

1.3 

1.3 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、取り組んでいる又は既に実施済み 今後、取り組みたい 取り組む予定はない 無回答

62.5 

25.0 

18.8 

16.3 

15.0 

13.8 

13.8 

10.0 

8.8 

7.5 

6.3 

6.3 

3.8 

18.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

育児休業や介護休業など

による代替要員の確保が難しい

休業することで収入などの面で不安が

あるため、従業員が利用を望まない

社会通念上、男性が

育児・介護に参加しにくい

日常的に労働時間が

長い部門・事業所がある

公的及び民間の保育・介護

サービスが不足している

全体的に休暇取得率が低い

育児・介護両立支援制度の

導入には、コストの増加が伴う

業務の効率や質が落ちる

情報やノウハウ不足により

制度の運用が難しい

育児・介護支援に関する

管理職の認識が不足している

育児休業や介護休業が

取りづらい雰囲気がある

育児・介護両立支援の効果が、

事業所として数値で実感しにくい

その他

特に問題となることはない (n=80)

 事業所調査  両立支援のための取組 

問 貴事業所では、男女がともに育児・介護をしながら働くことについて、現在、取り組んでいることはあり

ますか。また今後、取り組みたいことはありますか。（○は①～⑩それぞれに 1 つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業所調査  両立支援にあたっての課題 

問 貴事業所において、仕事と育児や介護の両立

支援を推進しようとする場合、どのような問題

があると思いますか。（○はいくつでも） 

 

 

  

■育児・介護休業制度の導入と有給休暇取

得推進の実施率は 7 割以上 

両立支援のための取組では、「①育児・介護

における休業制度の導入」（73.8％）、「⑨半

日又は時間単位で取得できるような休暇制

度」（65.0％）、「⑩有給休暇の計画的な取得

の推進」（72.5％）の実施率が約 65～75％

と高くなっています。 

■ 大の課題は、代替要員の確保 

両立支援にあたっての課題は、「育児休業や介

護休業などによる代替要員の確保が難しい」

（62.5％）が群を抜いて高くなっています。

「特に問題になることはない」は 18.8％で

す。 
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26.3 

22.5 

21.3 

17.5 

16.3 

12.5 

5.0 

33.8 

5.0 

0% 10% 20% 30% 40%

広報誌やパンフレットなどで、

事業所に向けての啓発を行う

結婚や出産、育児退職後の再就職

及び能力開発の機会をつくる

男女共同参画や女性の能力開発の

ための講座やセミナーを開催する

男女平等に向けた雇用・労働条件確保

のために、指導的役割の強化を図る

男女共同参画に関して、事業所や

労働者のための相談機能の充実を図る

事業所が行う研修会などに、

講師の派遣や紹介など協力する

その他

特に何もない

無回答 (n=80)

61.5

53.2

53.1

42.4

39.7

37.3

36.7

30.1

29.6

25.7

25.1

18.2

16.5

16.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

男女が子育てや介護を

ともに担える環境づくり

育児休業・介護休業・看護休業

などの制度の普及を図ること

保育所や放課後学級の

施設などを充実させること

高齢者に対する社会

サービスを充実させること

ひとり親家庭等への援助、

社会保障を充実させること

男女平等の学校教育を充実させること

職業紹介や職業訓練の充実など、

女性の就労機会を増やすこと

女性自らの意識と能力

を高めるための支援

男女共同参画に向けた学習の推進

政策・方針決定の場への

女性の登用を進めること

配偶者・パートナー等に

対する暴力の根絶のための支援

母性保護や健康の

維持・増進対策を進めること

女性相談事業を進めること

制度や慣行の見直しの

ための啓発や情報提供の実施 全体(n=665)

■行政が力を入れて取り組むべきこと 

問 男女共同参画社会をめざして、行政が今後さらに力を入れて取り組むべきことは何だと思いますか。

(○はいくつでも) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業所調査  行政に希望すること 

問 今後、事業所が男女がともに働きやすい環境をつくるために、行政に対してどのようなことを望まれま

すか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■行政に希望することは、事業所への啓発、

能力開発のための学習機会 

男女がともに働きやすい環境をつくるため

に、行政に対して希望することは、「広報誌

やパンフレットなどで、事業所に向けての啓

発を行う」（26.3％）、「結婚や出産、育児退

職後の再就職及び能力開発の機会をつくる」

（22.5％）、「男女共同参画や女性の能力開

発のための講座やセミナーを開催する」

（21.3％）を 2 割以上の事業所が挙げてい

る一方で、「特に何もない」が 33.8％とな

っています。 

■さらに力を入れて取り組むことは、子育て

や介護の支援 

男女共同参画社会をめざして、行政が今後さ

らに力を入れて取り組むべきことは、「男女

が子育てや介護をともに担える環境づくり」

（61.5％）、「育児休業・介護休業・看護休

業などの制度の普及を図ること」（53.2％）、

「保育所や放課後学級の施設などを充実さ

せること」（53.1％）の順となっています。


